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④
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目標値 12
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H28目標値

1 3

Ｈ 26 Ｈ 27

16,486

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環境にやさしい資源循環型農業に資する施設や機
械④その他農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械の整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり総事業費の１／２以内で１３５万円を限度
として補助する。ただし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

基本
方針

14,40016,181

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.00

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9158
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市認定農業者等経営改善推進事業実施要領

部課コード 100300 ℡

法定受託＋附加

事業コード
認定農業者等経営改善推進事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

100308

①事務事業名

終了年度 年度

農業振興課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 振興グループ

農業後継者経営改善推進事業

■ □ □

年度

184

→

事業の種別

農業節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢農業振興地域整備計画、農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想

市は、農業経営基盤強化促進法に基づいて認定を受けた者（認定農業者）が農業経営改善計画を作成し、その計画を実現するために意欲を
持って農業に取り組む農業生産者に対して集中的・重点的に補助を行う。

総合計画の体系 章 産業・経済 経営基盤の強化

件

件

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

14,400

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

認定農業者及び認定農業者を含んだ農家集団 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整備に対して補助事業を実施する。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

182

16,181

人） （

0.21人 1,819

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

16,486

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.00

14,400

（ 0.00

27 年度平成

2,180

（千円） 年度 （千円）

14,400

14,306 14,362

（千円） 平成

件

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.25人

農作業の省力化、効率化が
図れる施設・機械

導入件数

環境にやさしい資源循環型
農業用施設・機械

導入件数

9

件 0 0

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

10

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

気象条件に左右されない農
業施設

導入件数

％ 達成率 92 100

　 項目名 項目説明

成果指標
農業経営改善計画の達成
割合

継続

１０名の申請者に対し事業を進めており、うち２名については既に事業が完了している。
他の申請者も既に交付決定はされており、納品・竣工され次第事務手続きを進めてい
く。予算の残額を見ながら、追加の申請者を受け付ける。

12

実 績 11 12
補助件数/補助予定件数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

農業振興課長　三枝　恵一

終了

次年度予算

評価日 H28.8.5 評価者職氏名

理由
認定農業者の経営を改善する上でも有効な施策であり、今後も継続実施が必
要であるため。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 事業希望者も多く、計画的な予算執行を図っていくため。拡大 縮小

無

無
文書の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

現時点でも多くの認定農業者に利用されており、平成２８年３月時点で希望者
は２４名となっている。今後も認定農業者の確保と併せて事業充実を図ってい
く。

補助事業により導入された施設や機械への補助事業名の印字を、より大きく見やすいも
のとすることで、補助事業の認知を広め成果を周知することで、認定農業者に補助事業
利用を促した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

－

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


